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【資料】
1931-33年度の特別協議委員会
年次報告書
伊藤健市
はじめに
今回，資料として訳出しているのは， 1931年度から33年度の特別協議委
員会 (SpecialConference Committee)の年次報告書 (AnnualReport) 
である。
特別協議委員会については，「1929・30年度の特別協議委員会年次報告書」
（第45巻第 1号， 2000年4月）で簡単に解説しているのでそれを参照願い
たい。
以下で訳出している年次報告書は,1932年度と33年度については，「教育
と労働に関する上院委員会 (Senata Committee on Education and 
Labor)」の公聴会記録にある (U.S.Congress, Senata, Committee on 
Education and Labor, Violations of Free Speech and Rights of Labor, 
Hearing before a Subcommittee of the Committee on Education and 
Labor, S. Res. 266(74th Congress), Part 45, 1939)。だが，ここでは，すべ
てハグレー博物館 (HagleyMuseum and Library)のHarringtonPaper 
に保管されている (Box6)ものを使った。入手に当たっては，同博物館の
ナッシュ氏 (MichaelNash)と何よりも名城大学の森川 章教授にお世話
54 (378) 第 45巻第 5 号
になった。ここに記して感謝の意を表したい。
なお，年次報告書のなかに登場する特別協議委員会加盟企業とその略記
法，ならぴに1937年度の平均従業員数と総収入は，第 1表を参照願いたい。
第 1表特別協議委員会 (SCC)加盟企業
加盟企業の略記と正式名称 加盟年 平均従業員
総収入
数(1937年） (1937年）
AT&T 
American Telephone & Telegraph Co. 
1925 316,653 1,051,379,343 
ベスレヘム・スティール
Bethlehem Steel Co. 
1919 80,312 418,556,528 
デュポン
E.I.du Pont de Nemours & Co. 
1919 57,800 286,043,075 
GE 
General Electric Co. 
1919 75,212 349,739,514 
GM 
General Motors Corporation 
1919 261,977 1,606,789,841 
グッドイヤー
Goodyear Tire & Rubber Co. 
1919 52,000 216,174,513 
ハーヴェスター
International Harvester Co. 
1919 59,347 351,927,768 
アーヴィング・トラスト
Irving Trust Co. 
1919 不明 不明
NJスタンダード
Standard Oil Co.(New Jersey) 
1919 137,157 1,308,900,351 
USラバー
United States Rubber Co. 
1922 37,109 186,253,188 
USスティール
United States Steel Co. 
1934 261,293 1,395,549, 630 
ウェスティングハウス
Westinghouse Electric & Manufacturing Co. 
1919 52,249 206,348,307 
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1931年度特別協議委員会年次報告書
1932年 2月25日
特別協議委員会の活動における強調点
1931年の特別協議委員会の活動は，金融業界と産業界で一般化した異常
な情勢から影響を受けた。特別協議委員会は，加盟企業に提供することが
できた最も索晴らしいサービスが，経営情勢，雇用と賃金の動向，そして
労働者に及ぶ逆効果を最小化しえた諸手段に関する研究とカウンセリング
であった， と信じている。特別協議委員会は，この 1年を通じてその主た
る考慮をこれらの諸問題に向けた。
同時に，特別協議委員会は状況を輻広く見ようと努め，そして有り余る
ほどの繁栄期あるいは異常な逆境の時代のどちらかに非常に起こりやすい
見通しから生じる損失を避けようと努めた。現下の情勢から生じる問題に
集中した活動に加えて，特別協議委員会は労使関係分野に関係する全問題
にも注意を与え続けた。
失業
過ぎ去ったばかりの 1年は，アメリカと多くの工業国での失業の増大に
よって特徴づけられている。特別協議委員会に加盟している企業は，仕事
の配分 (spreadingof work)や解雇されたかもしれない何千人という従業
員が名簿上に留め置かれた他の手段にもかかわらず，実質的に労働者数を
減らす必要があることを見出した。アメリカにおける特別協議委員会加盟
企業の総従業員数は， 1929年末の101万7,136人， 1930年末の85万8,643人と
比較して， 1931年末には79万1,402人であった。
56 (380) 第 45巻第 5 号
アメリカには正確な失業者の統計数値はないが，利用可能な数値はこの
1年間に雇用者数と従業員名簿上の数値の双方での減少を示している。ア
メリカでは，失業は1923年から1929年のほとんどの年で，多かれ少なかれ
一般化しており，この点は少なくとも一時的な労働者の慢性的過剰を示し
ている。この状況は，技術的失業 (technologicalunemployment)として
知られるようになった事態を広範に議論する機会となった。既存の労働者
の過剰が，景気後退の結果として仕事を奪われた多数の労働者に加算され
た時，この情勢は救済施策を緊急に必要とするものになった。
西ヨーロッパの主要な工業諸国での1931年における失業動向は，以下の
表に示した通りである。
第2表失業者の動向
失業者数 失業者数 人口に占める失業者 失業者数
(1930年12月） (1931年12月） の割合(1931年12月） の増加率
イギリスと
1,853,575 2,262,700 4.8 % 22.0% 
北部アイルランド
ドイツ 4,383,843 5,668,187 9.0 29.0 
フランス 22,879 177,294 0.44 675.0* 
イタリア 642,169 982,321 2.3 52.9 
＊）この数値は,775%の間違いである一伊藤。
失業防止と失業軽減の方法
特別協議委員会加盟企業は，ここ数年間，雇用を安定化させる方法を開
発し，改善している。この問題全体に対して，特別協議委員会は1919年の
結成当時から多くの注意を向けてきた。加盟企業も従業員との満足な関係
を享受している。従業員の経営側に対する信頼は，公正な取り扱いと先を
行く人事方針によって促進されてきた。そこでは，操業が後退している時
期に必要とされる緊急施策のための実際的な基盤が用意されていた。
これまでの 3年間，アメリカの使用者は，一般に以前の不況期に比類の
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ないほど従業員の仕事と生計に責任を負っている。失業者数を減らし，賃
金労働者とその家族への失業の影響を軽くする際に有効であると分かった
施策のなかで，特別協議委員会加盟企業のいくつかの企業あるいは加盟企
業全体で使われた以下の方法は注目に値する（冒頭の①～⑫は伊藤によ
る）。
①できるだけ多くの労働者に何らかの雇用を提供するために，パートタイ
ム・ベースでの仕事の配分 (distributionof work)。
②修繕，工場の改良，在庫の製造による余分な仕事(extrawork)の提供。
③雇用保証 (employmentguarantees)と失業給付 (unemploymentbene-
fits)。
④レイオフ，配置転換，再雇用する際のそれぞれの方法の改善。
⑤解雇手当 (terminationallowances)。
⑥貯蓄制度と生命保険。
⑦他の会社で仕事を得ようとする従業員に対する支援。
⑧レイオフされた従業員とパートタイム従業員に対する救済と貸付金。
⑨失業者救済基金への会社と従業員からの拠出金。
⑩持ち家を保有する従業員に，支払い猶予あるいは別の方法での支援。
⑪変動する情勢に合わせた金銭的なタイプの労使関係制度への改訂。
⑫従業員による菜園耕作の奨励。
労働時間の短縮
労働者数の大規模な削減に代わる仕事の配分は一般的な慣習であって，
従業員の労働時間の削減を通して効果をもつものである。時には， 1日あ
るいは 1週間の労働時間が全工場で短縮されている。それ以外では，従業
員は交替制のもとに置かれるか，あるいは互い違いに休暇をとるように要
求された。いくつかの事例では，継続して操業している工場で仕事は 6時
58 (382) 第 45巻第 5 号
間交替制に変更された。いくつかの会社では，パートタイム労働の原則が
所得の比例した減少を伴ったものとして，賃金労働者だけでなく給与制の
従業員にも適用された。これは前年までの方法とは全く別の新たな方針で
ある。
仕事の配分という政策は，多くの使用者が生産の減退に対応した従業員
数の削減が必要であると考える不況の初期段階に通常採択されていた方法
とは著しい対照をなすものである。
仕事を配分する際に使われたいくつかの方策あるいはすべての方策の運
用上の効率と節約について，ある種の疑念が表明されている。何人かの長
期勤続従業員は，名簿から削除されたかもしれない従業員のせいで，彼ら
の労働時間と所得が減らされたと不平を言ったが，こういった苦情件数は
驚くほど少なかった。極端な場合には，何人かの労働者はその労働時間と
所得が最低生活水準以下のレベルにまで引き下げられていた。全体から見
ると，失業者数急増という緊急事態に対応する手段としての仕事の配分は，
従業員，経営者，一般大衆によって承認され，そして地域コミュニティの
救済負担を実質的に軽減した。
短縮された労働時間がアメリカ産業の恒久的な特徴になるのであれば，
どの程度まで短縮するのかの決定があまりにも早すぎたのである。しかし
ながら，週5日労働制とより短い労働日の採択が過去3年間の経験から重
大な剌激を受けたという指摘もある。
救済，貸付金，余分の仕事
特別協議委員会のいくつかの加盟企業は，仕事を奪われた労働者と極端
に短い時間しか働いていなかった労働者に救済を与えた。この救済は貸付
金，信用の拡大，あるいは直接的な贈与といった形態をとった。時には，
経営側と従業員からの共同義援金を通して提供されていた。いくつかの事
例では，企業は，社宅の賃貸料徴収を中断したり，購入した家の支払いを
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延期したり，あるいは何か別の方法によって従業員がその持ち家を保有す
るのを支援した。
加盟企業の何社かは，修繕・保守計画を前倒しするか， もしくは現在す
ぐに必要とされていない建設やその他の活動によって，従業員にかなりの
量の余分の仕事を提供することが可能であることを見出した。ベスレヘ
ム・スティールの事例では，この方法は，引き下げられた所得で自身を維
持することが不可能な従業員が，引き下げられた賃率で余分な仕事を提供
されるという一定の制度の採用を通して構成されていた。それは，会社が
その従業員を援助する必要性を別とすれば，この時期に行わなくてもいい
仕事だという一定の理解の上でなされていたのである。
雇用保証と諸給付
1931年末に，ウィスコンシン州議会は，アメリカの州法令集で最初の失
業積立金法 (unemploymentreserves law)を制定しようとしていた。こ
の法律は， 1932年1月に知事によって署名された。それは1933年7月1日
から施行されることになるが，その時までに同州の少なくとも17万5,000人
の人々を雇用している使用者が産業委員会 (IndustrialCommission)が承
認する任意制度 (voluntaryplans)を採択していた。ウィスコンシン州法
は，使用者の支払いで構築された非拠出型の積立金を意図しており，そこ
では各企業の基金が他のすべての企業の基金との関係を絶ったものが意図
されていた。ごく普通で，限定された期間を基準とした給付が，完全にあ
るいは部分的に失職中である若干数の従業員に支払われるはずである。特
別協議委員会加盟企業の内の6社， USラバー ， GM,ハーヴェスター，
デュポン，ウェスティングハウス， AT&Tが，ウィスコンシン州で操業
している。
ウィスコンシン州法の制定は，公的あるいは私的な失業保険と雇用保証
の問題に強い関心を付け加えた。失業保険法があるヨーロッパ諸国の経験
60 (384) 第 45巻第 5 号
が熱心に研究され，過去数年間に，程度の違いはあるにしてもヨーロッパ
モデルに準拠した法令がウィスコンシン州のほかにいくつかの州議会で提
案されている。
その間，個別企業あるいは企業グループによって採用された任意的な失
業救済策に多くの注意が向けられ，そのコストは，使用者がすべてを負担
するかあるいは使用者と従業員の共同負担であった。これらの制度のなか
で， GEとニューヨーク州ロチェスターの約20人の使用者グループの制度
が注目に値する。
雇用保証を伴う若干の試みは，失業給付とは違って現在進行中で，とり
わけGEでそうある。同社の試みは，ランプ工場 (lampworks)の従業員
に雇用保証を提供し，そして電気器具工場 (apparatusworks)では最低
限の雇用と所得に関する実質的な保証を具体化するべく，その失業救済制
度を最近改訂している。
特別協議委員会加盟企業の何社かは，解雁されねばならない給与制従業
員だけでなく賃金労働者への解厖予告を勤続年数に基づいた期間を置いて
行っている。解雇手当を支払う際に一般に行われているやり方も，必要性
があってレイオフされた多くの労働者に経済援助を提供している。
特別協議委員会は，それまでに効力を発揮している制度がなければ，ど
ういった形態であれ失業給付制度を採用するかどうかを決定するために，
各加盟企業が自社の状況をそれぞれ研究するべきであると信じている。
賃金の動向
1930年度の報告書で，特別協議委員会は，賃金水準と生活水準を維持す
る使用者の取り組みに注意を喚起した。 1931年には，特別協議委員会の加
盟企業を含む多くの企業で，生計費の減少とこれまで以上の事業の後退と
が一緒になって，賃金レートと給与あるいはこの両者の削減という事態へ
と進んだ。通常これらの変更は，当該企業がその配当を引き下げるか，あ
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るいは配当を取りやめた後でなされた。賃金レートと給与の削減が必要と
されたにもかかわらず，これまでの 2年間に従来の不況と比較しても，使
用者が賃金レートを維持するねばり強い努力を以前にも増して行ってきた
というのは疑いもない事実である。賃金労働者にとっての一層甚大な損失
は，支払い率の変更よりも労働時間の短縮から生じていた。
将来の賃金水準の動向は不確かである。というのも，それが経営側と従
業員側がただ限られた統制しか行使できない経済的な諸力に依存している
からである。この動向がどうであれ，高い購買力を持続するための取り組
みとともに，能率と低コストに対する絶え間ない要求がある。その結果，
おそらく賃金決定と賃金支払いの方法が重要性を増すであろう。
フォアマン訓練
1931年を通じて，特別協議委員会の事務局長は適当な間隔をあけて，ァ
メリカの工業組織で発展したフォアマン訓練の大規模な調査を実施した。
この調査は，特別協議委員会に加盟している企業だけでなく，かなりの数
の別の企業もカパーしている。それ以上の情報は，政府，州，大学事務官
のフォアマン訓練，およびその他の権威からも得ることができた。報告書
は，調査を支援していた人たちに配られ，さらに特別協議委員会はその種
の教育活動を行っていた9つの加盟企業でのフォアマン訓練についての詳
細な情報を受け取った。
調査は， 1930年と1931年の間に断念されたフォアマン訓練はそれほどの
数には至らず，それとは逆にいくつかの企業に拡大されたという事実を明
らかにしている。この点は，フォアマン訓練が，繁栄期よりも不況期にお
ける経営管理上の能率と節約を確保する貴重な手段として認知されている
ことを示している。
調査は，訓練コースにみられた著しい多様性も明らかにしている。ほと
んどすべてのフォアマン訓練の方法は，特別協議委員会加盟企業で実際の
62 (386) 第 45 巻第 5 号
事例として見出されるかもしれない。特別協議委員会は，管理職従業員
(supervisory employees)の訓練が企業経営 (industrialmanagement) 
でますます重要な要因になるであろうと信じているし，さらなる経験はそ
の実際の方法を完成し，それが基礎を置く考え方を明確にするのに役立つ
とも信じている。
従業員持ち株制
これまでの 3年間で，従業員持ち株制はきびしい試練に直面した。利用
可能な情報は，株式分配制度 (stockdistribution plans)のある企業では，
予想を超えた不況と広範囲な失業の時期に起こるであろうと予想された従
業員による持ち株の売却と多くの購入予約の取り消しおよび撤退が少なか
らず行われたことを示している。このような状況下で，多くの従業員は彼
らが雇用されていた会社の有価証券に恒久的に投資するという当初の目的
から方向転換させられてしまったけれども，株式所有はやむを得ず解雇さ
れるかパートタイムで働く労働者に当座の資金 (quickassets)を提供する
という多大な利益をもたらした。
逆境の時代の従業員は，彼らの株あるいは株式予約口座(stocksubscrip-
tion accounts)が唯一の資産を構成していることをしばしば発見した。さ
らに，株式所有を通して，多くの従業員は他のいかなる手段よりも自社の
経営状態と産業問題に関するより一層深い理解を得ることができたのであ
る。
過去3年間の株式分配制度での経験から明らかに引き出される結論には
次のようなことがある。
1 従業員への株の配分は，アメリカ産業での恒久不変の要因となった。
最近の経験は，将来の制度の形式と管理方法を決定する際に価値をも
つであろう。
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2 賃金労働者は，自分が雁用されている会社の株に彼らが蓄えたすべ
ての金をつぎ込むよう勧められるべきではない。より幅広い倹約プロ
グラムは，貯蓄制度，保険制度と給付制度，持ち家への資金投入ある
いは退職プランに向けた拠出金を当然含むであろう。
3 賃金労働者の投資に適した唯一の株は最も安定した企業の株で，
月々の配当支払いがあるものである。
4 株式を購入した従業員に対する値引き，あるいは株を所有し続けて
いる従業員への特別配当は，それらがある程度彼らの実際の損失から
身を守るのに役立ったことから，株価下落に対する有益な予防措置で
ある。これらの予防措置が，過去2年間のきぴしい株式市場での下落
において必ずしも損失を防止できたというわけではなかったが，それ
らは従業員の信頼の源として，そして景気が良くなる時期までその株
を持ち続けることを奨励するものとして役立った。株式を購入した従
業員への譲歩は，会社が株式所有を通して確保することが期待できる
利益によって正当化されている。
5 株式所有に伴う損失の保証は，財政的にも経済的にも健全ではない。
なぜなら，そういった保証は従業員のリスクを想定しないで事業のパ
ートナーシップという利益を享受できると考えるのを奨励することに
なるからである。
企業年金
昨年，加盟企業の内の 2社が年金制度で重要な変更を行った。 USラバ
ーは，これまで退職した従業員に年金が支払われていた無拠出型の年金制
度に代わって， 1931年5月1Bから効力を発揮した退職・貯金制度 (Retire-
ment and Savings Plan) を採用した。以前の制度は新しい制度の採択時
に55歳を過ぎている従業員だけに継続され，その給付金額は1941年までに
完全に消滅するよう削減されている。
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新しい制度への参加者は， USラバーが元本返済を保証する基金にその
所得の2%を預金し，そこから退職時に従業員は4%の利子で預金した金
額を受け取れるのである。同社の目的は，少なくとも15年間という勤続期
間の後で退職する人たちの手当を増やすために，利潤から拠出することに
あった。実質上，有資格従業員の全員がこの制度に加入している。
1931年末近くに， NJスタンダードは， 1932年1月1Bより効力を発揮
する年金制度の改訂を発表した。これまで，同社には最終賃金あるいは最
終給与の2%を基礎に計算される非拠出型の年金制度があった。
1年以上にわたって続けられた徹底的な研究の成果である新しい制度
は，旧来の基準に基いてこれまでの勤続を保護し，そしてこれからの勤務
に対しては最終賃金あるいは最終給与の 1%を基礎に計算された非拠出型
年金を存続させている。それは，一部は同社の拠出，一部は従業員自身の
拠出によって支払われる追加型の年金で補足することにより，最高で2%
の年金に増額するのを従業員に許すものである。 1月1日現在でこの追加
型年金への加入者は，有資格従業員の76%になった。現在，ョーロッパと
南アメリカにある同社の事業所に，この新しい制度を採択させるための準
備が行われている。
この新しい制度の採択以降，同社は年金積立金の管理のために信託団体
(trust)を創り， 1932年1月1日時点でこの年金甚金には5,644万5,726.04
ドルが信託されていた。
年金制度でのこれら 2社の変更は，これまでに他の特別協議委員会加盟
企業によってなされた改訂とともに，以前の報告書で喚起を促した拠出原
則 (contributoryprinciple)に向かう傾向を例証している。圧倒的多数の
年金制度が非拠出型であるのに対し，高齢時の生計維持に対する責任の一
部を労働者自身にも課すというますます大きくなる傾向がある。ここ数年
間の考え方の決定的な変化を象徴するこの政策は，一部は個々人の自立性
とモラールが個々人の経済的責任によって促進されるという信念に，そし
て一部は年金コストの大きさとこれらのコストがもし使用者によってすべ
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て賄わねばならないとすればそれに伴う負担へのますます増大する認識に
それぞれ帰されるものである。
これまでの 2年間に，労働者数の削減の必要性とそれに伴う労働者の削
滅がなければ仕事を続けていたであろう多くの定年年齢に達している従業
員の年金者名簿への移動によって，年金コストは平常時よりも一層急速に
増大した。この増大は，年金が支払い給与総額の一部分であると考えられ
ていた時に特に目立っていた。なぜなら，年金コストが上昇していた時期
に賃金支払い名簿の人数が減少していたからである。
他のコストが減少している時に上昇する年金コストのために，年金制度
の資金源のない若干の鉄道と他の会社が，退職者名簿に載っている従業員
の年金を1931年に削減した。このことは，これまでの特別協議委員会の報
告書が注意を喚起してきた年金債務の適切で，安定した資金調達の重要性
を強調することになろう。年金支払いに対して従業員が拠出した金額につ
いては，最高額の保証に代わるものはない。これらの基金は，受託者の管
理に移されるかあるいは保険を掛けられるべきである。非拠出型制度のも
とでの使用者責任に関しては，安全性の規定はそれほど厳格ではない。そ
れにもかかわらず，多くの会社が受託者の管理に移されるかあるいは保険
を掛けられた基金を通して主に年金債務を保護しており，このやり方は労
使関係と健全財政の観点から称賛されるはずである。
事故の減少
1925年に始まった事故統計の比較研究は，特別協議委員会加盟9企業の
情報を蓄積している。
毎年，事故件数の減少が見られ， 1931年末までの総数での減少は58%で
あった。
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会合と情報の交換
1931年に，特別協議委員会は 2月10日， 3月20日， 4月30日， 6月11日，
9月9-10日， 10月22B, 12月3Bに，合計7回の会合を開催した。会合
は，現在と将来の経営情勢と労働情勢についての情報の交換と，特別協議
委員会全体あるいは個別企業が興味をもっていた一般的な問題の論議に向
けられていた。本題から逸脱することや時間の損失を避けるために，それ
ぞれの会合の前には取り上げる問題の厳密なプログラムが作成されてい
た。会合と次の会合の間は，特別協議委員会のメンバーは直接あるいは事
務局長のオフィスを通して頻繁にコミュニケーションをとり，このやり方
で過去何年間も情報，意見，報告のための交換所(clearinghouse)の役割
を演じてきた。
特別協議委員会は， GMの従業員関係部長であったドウハティ (N.F.
Dougherty)が同社の別の職位に異動したことから，その後任のダイ (C.F.
Dye) を新しいメンバーとして得た。
人員管理の現状
特に失業時代にモラールを生み，労働者の経済的利益を保護し，同時に
生産コストを引き下げることを意図する諸点を追加することで，この 2年
間に多くの会社がその労使関係政策を強化した。経営側が採択した組織の
労働政策で，個人的な関心は明確に向上している。
人事管理 (personneladministration)の継続した有効性を奨励するのに
は大いに理由がある。不況以後の何年間かの格好の状況とそこで発生した
問題は，厘用関係に対する責任をもつ全員の最大の努力に挑戦することに
関して，非常に重要なものとなる可能性が高い。
現在のところ深刻な形で広範に行き渡っている失業は，おそらく限定さ
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れた期間になるであろうが，規模は小さくとも慢性的なものとして今後も
継続する可能性がある。したがって，失業防止とその軽減の方法は，種々
のタイプの失業保険と雁用保証を含めて，慎重な取り扱いがなされねばな
らないし， 1日の労働時間と 1週の労働時間の長さについては問題が生じ
るであろう。
最近数年間の通常状態のもとで，アメリカの産業で際立って発展した雇
用関係のますます増大する永続性は，今後も継続すると期待してもいいか
もしれない。この大きくなった安定性は重大な影響を及ぼした。その大部
分は望ましものであったが，使用者と従業員にとってのいくつかの問題を
含んでいた。結果として生じた状況は，今後数年間の注意深い検討と研究
を必要とするであろう。
最近の出来事は，全階層の経済的自立の重要性を強調するのに役立った。
おそらく，投資，保険，年金に対する関心は継続するであろう。この種の
金銭型の労働政策は，研究の応用と統計的・保険統計的な調査によって近
年大いに強化されている。この方向でのこれまで以上の前進が期待できる。
合同型の従業員代表制 (jointemployee representation) という現代的
な交渉方法と他の協働のための諸制度は，これまでの 2年間に実質的には
ほとんど不利益を体験しておらず，実際的にはある程度の利益を得ている。
多くの会社の経験は，経営側と従業員の間のコミュニケーションの方法と
経営上の問題に対処する際にお互いに相談するという方法が，経営活動が
後退し，雇用機会が減少している時期には特に価値をもっていることをは
っきりと示している。一部はこれらの方法の結果として，従業員側と経営
側の間の偽りのない関係は，不況期には弱まるよりもむしろ強化され，ァ
メリカ労働者の間では急進主義の展開がこれまでのところ実質的にはほと
んど見られなかったのである。通常の経営状態への復帰は，おそらくこれ
まで以上にアメリカ産業に従業員代表制や協働のための他の制度が強固に
確立されているのを見出すことになろう。
以上のように概説された問題と格好の状況，そして将来生じるかもしれ
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ない別の問題にとって，特別協議委員会はその加盟企業のために継続した
貢献を行うことができることを望んでいる。
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（なお，各メンバーの所属企業・団体は伊藤による。）
1932年度特別協議委員会年次報告書
1933年 6月15日
不況期の労務政策
不況の 4年目ときぴしい失業の 3度目の冬が終わろうとするなか， 1933
年始めに使用者は労使関係の分野で2つの課題に直面した。失業防止とそ
の救済の差し迫った要求に注意を向けねばならない一方で，不況後に向け
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て適切な政策を考案することが不可欠となっていたのである。
特に，通常とは異なる情勢下では，恒久的な方法とするには適切ではな
い緊急施策を要請することが時として起こりうるのを理解しておかなけれ
ばならない。一時的な情勢に基づいて固定した政策を決定することは，繁
栄の時にそうするのと同じように，たとえ深刻な不況期であったとしても
大きな誤りである。アメリカの産業史において，情勢を長期にわたって鳥
敵する可能性を与えてくれる年として，まさに過ぎ去った1932年ほど最適
な年はないのである。
1932年の活動において，特別協議委員会は，緊急時に要請されるものと
恒久的な政策とのバランスを維持しようと努力した。特別協議委員会は，
それぞれの問題に対し，適度な比重を置きつつ，通常の情勢における最適
なポジションにその問題を当てはめようとして，幅広い問題に注意を向け
た。このようにして，これまでにアメリカの産業が経験した最も困難な年
であったとしても，我々は特別協議委員会がそのメンバーと加盟企業の経
営者に対して，その将来展望を持ち続けるのを支援したと信じている。
今年度，特別協議委員会は 8回の会合を 2月24~25B, 3月31B, 5月
5日， 6月9~10日， 9月14~15日， 10月20日， 12月7日， 12月21日に開
催した。 6月の会合はシカゴで，その他はすべてニューヨークで開催され
た。今年度の特別協議委員会メンバーの変更は，ダイ (C.F.Dye)がGMに
おける職位が変わったことで退任し，ステッティニアス (Edward R. 
Stettinius)がその後任となった。
失業
その範囲と深刻さ
前年度の特別協議委員会年次報告書は， 1928年と29年という最も繁栄し
ていた時期でさえ，かなりの量で存在している技術的な失業者に加えて，
｛景気循環によって起こる一伊藤｝周期的な失業者の数が不況直後の数カ
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月間に容易ならざる割合になっていたことを説明している。 1930年初めの
景気の一時的な好転と失業者の大多数が職を失っている短期間に生き延び
られる貯金を持っていたという事実から，失業は1930年から31年の冬に至
るまで本当に危険にさらされるものにはならなかった。その時以来，一部
は失業者数の増加により，そして一部は貯金の枯渇，家を失ったこと， し
ばしば長期にわたる仕事のない状態に付随する肉体的・道徳的な退廃を通
して，冬を重ねるたぴに失業は一層重大な問題となった。多くの個別事例
で，失業は，モラールの喪失と長期間にわたる慈善による生存という好ま
しくない結果を伴なっていた。これらの結果は，不況がもたらした最大の
社会的損失である。
特別協議委員会に加盟していた企業は，失業に対する安定性では産業全
体の平均を上回るものを築きあげていたけれども，不況の結果として生じ
たレイオフと短時間労働には免疫がなかった。それぞれの企業は，深刻度
において大小はあるものの，すべて失業に直面しており，この状況に対し
て最適な方法で対処しようと努力してきた。
この不況で，おそらくこれまでよりも大きな規模で，失業は労働者と給
与制従業員を無差別に苦しめている。いくつかの点で，「ホワイトカラー」
労働者の立場は，工場における彼らの仲間より一層絶望的で，その復職の
機会はこれまでより小さなものであった。
失業者の救済
その公的・私的な資産を 3年以上にわたる不況で使い果たしてしまった
人々にとって，救済を求めるこれまでよりも大きな要請が絶えず生まれて
いた。州，地方自治体，私的な機関はその蓄えを使い果たし，信用を最大
限に使い切り，一方，個人の寄付者や企業の寄付行為はその必要が増加す
るにつれて銀行残高を切り崩していった。
特別協議委員会に加盟していた企業の大部分を含めて，多くの企業が一
般的な救済資金 (generalrelief funds)に寄付するだけでなく，レイオフ
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したそれぞれの企業の従業員に率先して生活必需品を提供することが必要
であることを理解していた。この活動は，経営者とまだ賃金支払名簿に名
前が載っている労働者の協力的な取り組みを通してしばしば行われた。失
業中の仲間の支援に向けて，仕事に就いていた労働者が削減された所得か
らも寄付するという自発的な行為は，不況というさえない歴史のなかの輝
かしい出来事である。
加盟企業によって行われた救済活動のなかで，以下のことは言及に値す
る。すなわち，最も貧窮している者のための緊急活動(emergencywork), 
信用の拡大，地域社会の救済機関との協力，別の組織で仕事を探している
従業員への支援，解雇手当 (terminationallowance), 年金付きの早期退
職制度 (premature retirement), 失業積立金制度と最小限の雇用保証
(employment guarantees), 会社融資基金 (companyloan funds) と従
業員融資基金 (employeeloan funds)である。
1932年夏に，特別協議委員会のいくつかの加盟企業が，失業者のために
大規模な菜園耕作活動 (gardeningactivities)を行った。通常，企業は土
地を確保し，耕作する準備を行い，時には種子を提供している。従業員は．
専門的な助言を時々受けながら，自身の庭に種を播き，世話をし，農作物
を収穫した。それは．冬を乗り切る際に相当役だったのである。
失業保険あるいは失業積立金制度
1932年，アメリカの 1つの州で最初の失業積立金法の制定がみられた。
ウィスコンシン州法は， 1933年7月1日に制定される予定であったが，任
意制度 (voluntaryplan)の制定を通したその条件は見合わせられなかった
ものの，効力を発揮し始める日時は議会によって延期された。
アメリカの法律に限れば，ウィスコンシン州法だけが唯一の存在であっ
たが， 1932年から33年初めにかけてオハイオ州，コネチカット州，マサチ
ューセッツ州， ミネソタ州，メリーランド州，そしてカリフォルニア州で
提案された法案を具体化する報告が公的な委員会によってなされている。
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コネチカット州，マサチューセッツ州，ニュージャージー州，ニューヨー
ク州，オハイオ州，ペンシルヴェニア州とロードアイランド州の知事によ
って任命された失業保険に関する委員会 (commissionon unemployment 
insurance)からも報告書が提出されている。メリーランド州とニューヨー
ク州の議会に提出された失業保険法案は通過しなかった。
公的失業保険のメリットあるいはデメリットに関する人々の最終判断が
どのようなものであったとしても，失業者数の規模の拡大と法律を通じた
救済制度へのますます増大する支持を視野に入れて，この問題の重要性は
使用者による迅速で厳粛な検討に付されることは疑いのないことである。
特別協議委員会は，公的あるいは私的な失業補償のいずれかに賛同する
ますます高まりつつある国民感情に注目してきた。特別協議委員会は，優
れた任意制度をもつ加盟企業―-GE-の経験という特典をもってい
る。加盟企業の大部分は，ここ数年間，仕事がないことでレイオフされた
従業員に解雇手当を払っている。この手当は，失業給付と密接に関連づけ
られている。
もし，任意的な救済制度が失業問題を解決するのに十分でないことが証
明されれば，強制的な制度を実施する法律＿それはウィスコンシン州だ
けに制定されている＿はより一般的なものとなる可能性が高い。どの
州法も，資金の保障と給付の適切性が最小限法律の甚準に適っているので
あれば，州の基金に参加する代わりに個々の企業であれ，あるいは企業グ
ループであれ， どの州法も任意制度を採用することを使用者に認めるべき
である。かなりの程度の自由が任意制度を認可する際に認められるべきで
あり，認可者は小さな，あるいは取るに足りない細かい点で州法の条項と
は違うという理由で，拒絶することを強いられるべきではない。州法より
一層寛大な任意制度の条項は，あまり寛大でない他の条項を埋め合わせる
ために合理的な範囲内で認められるべきである。
我々は失業保険法の検討において，以下の点を十分研究する価値のある
ものとして提案している。ここで支持された原則の多くは任意制度にも同
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じように適用される。
州失業保険法の主な目的は，季節的な失業よりどちらかというと周期的
失業と技術的失業への補償に置かれるべきである。この目的を保証する手
段として，給付支払いの前に適当な「待ち期間 ("waitingperiod")」を設
けるべきである。短期の季節的失業は， もし生産調整あるいは他の方法に
よってそれらを回避できないなら，従業員自身の取り組みによって自分の
身を守らなければならない危険の 1つと見なさねばならなくなるであろ
?、?
周期的失業と技術的失業に力点を置くとともに，失業保険を経済的に実
施できる制度が限定された時期を越えて補償を提供できないという事実
と，給付を受けられる権利が期限切れになった後，それ以上の救済のため
の責任が他の機関にかかるという事実が認められねばならない。公的か私
的かにかかわらず，失業保険制度に含めるべきことは救済が無制限に拡大
されるか，あるいは失業手当を通常の「貧困者の救済 (poorrelief)」に代
わるものにすることであって，こうすることが究極的には制度の崩壊とそ
の積立金の破綻に備えて保険を掛けることになる。
州失業保険法は，免除されている階層と最小限に限定された職業に対し，
広い担保範囲｛保険契約による担保の範囲のこと一伊藤｝を用意すべきで
ある。
給付は週当たり一定の金額と一定の期間に限定されるべきである。拠出
型の基金のもとでは，請求者の支払い総数に比例して配分されるべきであ
る。
正規の失業給付を受け取る際には，失業者が救済を絶対に必要としてい
ることを証明する「財産」テスト ("means"test) をなすべきではない。
これらの給付は，法律の条項に該当する全員に対し権利として受給される
べきである。しかし，「財産」テストは，失業保険の給付期間を越えて救済
支払いを受け取る際には課されるかもしれない。
失業保険と失業積立金は明確に区別されねばならない。前者は，その危
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険がある州のすぺての産業あるいは大部分の産業に及んでいるし，後者は，
各企業がその従業員の給付に向けて設置したものである。
ワークシェアリング
特別協議委員会の加盟企業のいくつかは．ワークシェアリング (work
sharing)という呼び方で最近広範に承認されている政策の先駆的存在であ
る。きぴしい周期的な失業の始まりとともに．多くの大企業の使用者，特
に製造業の使用者は．フルタイムで仕事に就いている人たちを除くすべて
の従業員をレイオフすることに先だって，できるだけ多数の従業員をパー
トタイムで雇用する政策を採用した。こういった性格をもつワークシェア
リングは， 1931年度の特別協議委員会年次報告書で論じられている。
12の連邦準備区{federal reserve district, 全米12の各連邦準備銀行の受
け持ち地区のことで， 1913年にできた連邦準備制度のもとで設定されてい
る一伊藤｝における銀行・工業委員会 (Bankingand Industrial Commit-
tees)の設置に続いて， 7-ヴァー (HerbertC. Hoover)大統領は1932
年8月に，それまで行ってきたよりも強力な景気刺激策を検討するために，
ワシントンで会議を開催すべく多くの銀行家と実業家を招待した。この会
議で，全国的な仕事分かち合い運動 (Share-the-WorkMovement)は，
銀行・工業委員会の活動として始められた。
ニューヨークに本部を設置し，そして全国的な運動に大まかな方向性を
与えた仕事分かち合い運動の中心に位置する調整委員会 (Coordination
Committee)のメンバーをそれぞれの連邦準備区の委員会は 1人ずつ任命
した。このようにして組織された仕事分かち合い運動は， 9月1Bに積極
的な論議を開始し， 1932年の残りと1933年にもこの活動を続けた。 1933年
3月に，公式には調整委員会によって保持されていた全国レベルでのリー
ダーシップは，合衆国商業会議所(UnitedStates Chamber of Commerce) 
に移管された。
仕事の確保あるいはレイオフの防止といった形態での測定可能な結果は
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別として，仕事の分かち合い運動は貴重な副産物を伴っていた。そのなか
でも顕著なものは，従業員をレイオフすることよりもワークシェアリング
を優先することに賛同する雰囲気を作り出したことにある。この雰囲気は，
当然のことながら将来の不況でもこのワークシェアリングを採択させるこ
とになろう。そこにはまた，労使関係全体の観点からみた進歩もあった。
ワークシェアリング・キャンペーンの結果として，それまで人事管理 (per-
sonnel management)を歯牙にもかけていなかった多くの使用者が，健全
な労務政策 (laborpolicies)と経営者と従業員との間の協力関係の重要性
を自覚するようになった。この結果は，おそらく恒久的な価値をもつであ
ろう。
特別協議委員会の何人かのメンバーが仕事の分かち合いキャンペーンに
参加し，加盟企業の同意のもと，特別協議委員会の事務局長とその補佐は，
その運動が積極的になされてきた期間中は調整委員会の理事に任命されて
しヽた。
不況期における年金制度の展開
企業年金
一般に，企業年金の分野で1929年に始まった基本的な動向は，これまで
のところ経費削減方向に進んでいる＊。この経費削減のかなりの部分は，特
に1932年には，不幸にも退職所得の引き下げという形態をとった。 1925年
以後に登場した拠出型の制度は継続し，それ以前の非拠出型の制度はその
時期以降，拠出型に改訂されていった。
1930年に始まった不況期を通じて特徴的であった退職者数の著しい増加
は， 1932年にわずかに軽滅しただけで，依然として続いていた。アメリカ
とカナダの企業による年金支出額は，労使関係カウンセラーズ社 (Indus-
＊削滅方向に[1]かう類似の傾向は，団体保険，救済制度，共済組合組織，そして1他の
従業員サーピス活動でも認められた。
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trial Relations Counselors, Inc.)がまとめた数字によれば， 1927年の5,500
ガドルから30年に8,200万ドル，そしておそらく 31年には 1億ドルに達して
いた。 1932年の完全なデータでは，支払い額はおそらく 1億1,000万ドルか
ら1億1,500万ドルを示すことになろう。 1927年末に，年金受給者数は約9
万人であったが， 1930年末には12万3,000人， 31年末には14万人，そして32
年末には15万5,000人にまで達していた。
不況期に，比較的規模の小さな企業において，約40の企業年金制度が中
断されるか廃棄されていた。他の企業の制度は変更されたか改訂され，時
には従業員拠出の方向に進んでいった。ここ 3年間の経験は，特別協議委
員会がしばしば注意を喚起してきたことだが，碁金あるいは保険を通して
年金債務 (pensionliabilities)を保護することの重要性を明らかに示唆し
ている。
1929年の半ば頃から70以上の新しい年金制度が設立された。だが，その
多くは規模の小さな企業で設立されたものである。このうちの 1つを除く
残りすべては再保険されたものであり，さらに再保険は以前からある18の
制度にも効力を発揮していた。
不況期にもかかわらず，基金の積立額はどちらかというと急速に増大し
た。 1930年と31年に，それ以前よりも多くの基金が年金を目的として設立
された。基金は， 1928年 1月1日時点の 3億ドル未満から， 1931年末には
その合計額は 6億2,500万ドルにまで増大している。
1932年末の年金基金と年金積立金の記録は入手できななかった。本年の
始めに保険会社に委ねられた基金は 1億500万ドルであったが，年末までに
かなり増加したことが知られており，今年度中に自身の制度を管理してい
る2社が，信託基金 (trustfunds)への追加をかなりの金額で行っていた。
今年末の年金基金が，年初より5,000万ドル以上増加していることは起こり
うることである。
企業年金に関する問題，さらには健全な保険統計原則 (actuarialprinci-
ples)に合致した退職制度の枠組みと運用の重要性に関する問題は，長い間
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特別協議委員会が認識してきたものであり，年次報告書やその他の方法で
これらの問題に加盟企業が注意を向けるように指導してきている。特別協
議委員会は，これまでと同様，企業年金制度に対して適切に融資が行われ，
うまく運営されておれば，使用者と従業員の双方の見地から利益をもたら
すものであるという考え方を現在も支持している。これらの制度の価値は，
この不況期に新たな実証を得ている。そこでは，これらの制度が多くの企
業の組織再編成策と人員の再調整策が分類される際に中心的な役割を演じ
たのである。不況から立ち直った際には，企業年金制度が以前よりも健全
な財政基盤のもとにあり，経営者を助けるものとしてより強固なものにな
っている， と我々は信じている。
各州の老齢年金
1932年始めに， 17の州の法令集に老齢年金法があった。州議会の定例会
期中に，比較的わずかな州の議会しか召集されなかったため，今年度は新
しい法律の通過はなかった。 1927年に郡が選択権をもっという原則に基づ
いて当初制定され， 1931年には義務となるよう改訂されたコロラド州の法
律は， 1932年12月29日に州最高裁判所によって違憲宣告を受けた。この判
決の根拠は，郡の財政コントロールを郡政委員会(countycommissioners) 
から，一部を郡政執行官 (countyjudges)の手に移管した法律の改訂条項
にあった。新しい法律は1933年に通過した。 11月の選挙において， ミズー
リ州は議会に対し，老齢年金法を通過させる権限を与える憲法修正案を批
准した。
9つの州―アリゾナ，アーカンソー，メイン，ネプラスカ，ノース・
ダコタ，オレゴン，インディアナ，ワシントン，コロラド—は， 1933年
の1-5月に強制的な法律を制定した。 1933年6月1Bには25の州が老齢
年金法をもつに至っている。
これらの法律のもとで救済を受けている者は急速に増加した。 1931年末
には，総計7万5,000人となり，給付総額は1,600万ドルから1,700万ドルの
78 (402) 第 45巻第 5 号
間と見積もられている。 1932年には，支払額は2,500万ドルから2,700万ド
ルに達している。 1933年4月初めには，年金受給者数は約10万人と見積も
られた。個人別の支払い額は多くの州で減少している。その結果， 1933年
の支払額は， 1932年よりも増えるにしても，それほどの金額にはならない
かもしれない。
賃金と生活水準
過去4年間の賃金動向は，特別協議委員会によって注意深く見守られ，
加盟企業は現下の趨勢を知らされていた。 1932年には，賃下げと労働時間
短縮の結果として，労働者の平均所得が下落している。特に，少数の衰退
産業 (backwardindustries)では，失業者が存在するという事態につけ込
んで，通常の生活水準以下に賃金を引き下げた使用者もいた。別の使用者
は，競争によって， もし彼らがその産業内での諸条件をコントロールする
ことができれば支払ったであろうよりも低い賃金レートで支払うことを余
儀なくされていた。しかしながら，より多くの労働者を雇用している使用
者の圧倒的多数は， もし十分な労働時間が維持できれば，生活費の下落が
あった場合よりも多少所得を減少させる賃金レートで支払う， という取り
組みに成功した。
1929年に始まった不況は，はっきりとした復興の始まりが1931年の早い
段階で覆されてしまうまで，通常の経過を辿っていた。最も悲惨な展開が
起こったのはこの逆転の後のことであり，それは不況の下層構造 (sub-
basement)とでも呼ぶことのできるものであった。とりわけ，この後半の
時期は，不況の初期になされたよりもはるかにきびしい賃金削減が見られ
た。事実， もし1931年の第 1四半期に進行中であった復興がその後も続く
ことが証明されていたならば，アメリカの産業は比較的わずかな賃金補正
で不況期を脱出するという，これまでに前例のない記録を作ったことであ
ろう。
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特別協議委員会は，依然として，アメリカの産業界のリーダーたちによ
って受け入れられた高賃金理論 (highwage theory)の妥当性を確信して
いる。この報告書が準備されていた時，実質賃金の上昇傾向が再び始まる
兆しがあった。アメリカの生活水準は，過去3年間の出来事によって一時
的に動揺したが，疑いなく復活するであろう。アメリカの生活水準の復活
は，その正常時のペースで産業が機能し続けるのに必要なことである。
財政的自立
ここ 4年間の出来事は，従業員に対する経済的保障の重要性に強制的に
注意を向けさせた。同時に，これらの出来事は，労働者と使用者が過去に
この経済的保障を構築しようとしたいくつかの手段が，大規模な景気後退
に耐えられなかったという問題を残した。この問題に対しては，独創的で
建設的な考え方が必要で，可能であればこれまでとは異なる制度の形成に
導く必要がある。
1931年度の年次報告書で，特別協議委員会は，不況が従業員持株制
(employee stock ownership)に及ぽす影響を話題として取り上げ， もし
アメリカの産業がこの形態での投資方法を計算に入れねばならないなら，
従うべき諸原則のいくつかを提示した。我々は，従業員による株の所有が，
もし最も安定性の高い企業で，なおかつ適切な予防措置を講じた上で運営
されるなら，それは依然として経済的な自立を保障するのに価値のある方
法であって，同時に他の人事政策 (personnelpolicy)の特徴をなす事柄に
対して貴重な支援を行えることを確信している。
しかしながら，景気循環のどの段階にあったとしても，従業員持株制が
すべての企業のニーズ，あるいは大多数の企業のニーズにさえ適っていな
いことは明白である。節約と財政的自立 (financialindependence)の奨励
を図る他の方法が必要である。それらは，貯蓄制度，拠出型年金，失業保
険といった形態か，あるいは多くの整えられうる手はずといった形態をと
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るであろう。我々は，経済的保障の問題を真剣に考え，そして企業と従業
員のニーズに最適な方法を採用することが，すべての企業の経営者の責務
であると信じている。
従業員代表制
1931年度の報告書で，特別協議委員会は，景気後退期，失業を余犠なく
された時期，そして労働者と資本家の両方の所得が減退した時期のそれぞ
れにおいて従業員代表制がもつ価値に注意を促した。1932年に得た経験は，
これらの価値を再評価するのに役立っている。有効に機能している従業員
代表制をもつ特別協議委員会の加盟企業において，全般的な経営情勢と特
定時期の経営情勢に関する自由で活発な論議がみられる定例の合同会議
(joint meetings)は，監督者と従業員との間の友好的な関係を強固にし
た。逆境的な経営情勢にあわせねばならない雇用条件と雇用実践にみられ
るすべての変更に関する事前の説明とその論議は，多くの誤解を取り除い
たり，大規模な工業組織の従業員の間で不況期に流行する可能性の高い多
くの脅えを鎮めることによって，従業員のモラールを維持するのに役だっ
t~ 
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特別協議委員会に代表者を派遣している企業で実施されていた人事制度
と人事活動 (personnelplans and activities)の多くは，全体的かつ徹底
的な節約の必要性から，修正されるかあるいは一時的に中断されねばなら
なかった。しかし，従業員代表制のある企業のいずれもが，互いに接触す
る機会の頻度あるいはその自由度を引き下げることを認めなかったし，そ
ういった企業のほとんどで，従業員代表制はこれまでの存在期間にそうで
あったよりも，今ではおそらく強力で一層効果的なものとなっている。
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労使関係と広報活動
不況から学んだ教訓から，新しい労使関係の時代が到来した。この時代
は，次に進歩的な企業の広報活動をより広範に推進した。より現実的な企
業の多くは，健全な労使関係政策がまさしくその企業の安定にとって核心
であることを十分に理解している。そのような企業は，自社の労働者を守
るために，仕事の配分 (distribution of work), 緊急活動プログラム
(emergency work programs), 救援活動 (relief)といった他方面での活
動にそれぞれ最普を尽くした。経営政策と従業員代表制によってもたらさ
れた目的の十分な理解とともに，上記のような実際的なステップは，これ
までの産業史にない経営者と従業員との間の強い相互関係を確立した。こ
の点は，広報活動の著しい改善という結果をもたらしている。なぜなら，
顧客あるいは友人たちとの関係のすべての側面で，必然的に企業に対する
自身の態度を反映させることになるからである。もし，従業員が公正な扱
いを受け，そしてそれを評価するなら，彼の忠誠心と熱意の反映は，大衆
の態度に影響することにおいても潜在的な効果をもつ。不況期を通じて，
従業員と健全な労使関係プログラムに対する責任をもつ企業との間に，新
しい忠誠心が生まれた。また，この忠誠心と不況期の活動から，進歩的な
企業は，世論の審判の場で有利な立場を勝ち取ったのである。
1924年と1926年の年次報告書で，特別協議委員会は，産業での広報活動
の問題を話題として取り上げ，広報活動と労使関係の間にある極めて重要
な関係を指摘した。最近の出来事は，その時に表明された諸原則を確証す
るものである。すべての企業にあって最も肝要な関係は，大衆との間の関
係であることが承認され始めている。企業の成功は，その企業を動かして
いる原動力を大衆が理解してくれることだけでなく，大衆のニーズとその
立場の正確な理解にかかっている。これらは経営者の責任であるが， しか
し彼らは全従業員の積極的な協力なしには，非常に限定された程度でしか
82 (406) 第 45 巻第 5 号
これを達成できないのである。
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（なお，各メンバーの所属企業・団体は伊藤による。）
1933年年度特別協議委員会年次報告書
1934年 4月30日
1933年という年は，アメリカの産業史において，それまでのどの年より
も一層根源的で，一層広範囲に及ぶ社会的・ 経済的な変革をもたらした。
アメリカが150年以上もの間歩んできた道から大きく向きを変え，全国的な
レベルで前進を図る新しい道を捜索する方向へと初めて転換したのであ
る。
1933年に採用された政府の新たな施策のなかで，直接，経営制度と社会
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制度に最も大きな影響を及ぽすのは，全国産業復興法(NationalIndustrial 
Recovery Act)であった。全国産業復興法に則って，ビジネス，農業，金
融の再編成，およぴ失業者の救済に向けられた他の一連の政府活動が実施
された。
1933年における特別協議委員会の活動は，当然のことながら，産業で一
般化している情勢によってかなりの部分が規定された。特別協議委員会は，
これまでよりも多くの会合を開催し，そこでの論議は以前にも増して広範
囲な問題に及んでいる。特別協議委員会メンバーの大部分は，その多くの
同僚と同じように，政府委員会あるいは産業委員会での任務に積極的にか
かわるか，あるいは規約 (codes)の編成あるいは運営に関係していた。す
べてのメンバーは，アメリカ商務省の経営助言・計画協議会 (Business
Advisory and Planning Council)の労使関係委員会 (IndustrialRelations 
Committee)に，個人資格において任命されていた。
団体交渉
復興プログラムの内意を受けた経済的・社会的な変革は，使用者と従業
員の間の関係に重大な影響を及ぼすことは避けられなかった。これらの影
響のなかでその直後に生じ，かつ最も重要であったのは，労働者と経営者
との間の団体交渉に対する威信がますます増大したことであった。
近代的な産業が始まった頃から，いくつかの形態の団体交渉が，最初は
労働組合を通して，そして最近では従業員代表制を通して実践されてきた。
初期の頃には，団体交渉は従業員と経営者から疑いの目でみられ，そして
時には法律によって禁じられた場合もあった。年月が経過するにつれて，
それは権限と賛同を得，第一次泄界大戦期頃からは，はっきりとした形で
多くの政府によって奨励されるようになった。アメリカでは，団体交渉は
戦時中と戦後の多くの法令，特に運輸業に影響する法令で公に認められた
のである。
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全国産業復興法では，従業員は自分たちが選んだ代表者を通して，使用
者と集団で交渉する権利を明確に保障されている。この保障は，すべての
公正競争規約 (codeof fair competition)のなかで具体化されていた。
労働組合主義の成長
全国産業復興法の労働条項 (laborprovisions)がもたらした 1つの結果
は，それが労働組織 (labororganization)の普及に対する決定的な剌激と
なったことにあった。労働組合は，情勢をうまく利用して，これまでは一
部分しか組織化されていないか，あるいはまったく組織化されていなかっ
た産業で，新しい組合員の勧誘に熱心に取り組んだ。 1933年のアメリカ労
働総同盟 (AmericanFederation of Labor)の大会では，傘下組合の組合
員総数が， 1932年の253万2,261人と対比して， 1933年10月1Bには400万人
になったと報告されている。この増加は，組合役員だけが満足するもので
あった。そして， 1933年末までに，彼ら組合役員は全国産業復興法の修正
あるいは組合主義に一層好都合となるような新しい法律の制定を要求して
いる。
組合によって達成された組織化の程度には産業間で大きなばらつきがあ
った。最も大きな組合員数の増加は石炭産業で達成され，ある理由で組織
化を特に疑問視していた 2-3の企業や，あるいは組合が異常に攻撃的で，
うまく管理されていた少数の企業も組織化されていた。他の大きな産業部
門では，組織化の取り組みはあまり成功していなかった。
アメリカ労働総同盟は，労働者の大多数が組合の認めた職種に属してい
なかった若干の大量生産型産業で組合員の勧誘を容易にするために，仕事
の性格にかかわりなく 1つの企業の全従業員に対して開かれた「連合組合
(federal unions)」を認可するという手段をとった。このやり方は，産業
別組合主義の提案者とこれまでのクラフト型組織の利害を守ろうとした人
たちとの間のコンフリクトを招いた。
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従業員代表制の普及
従業員代表制は，全国産業復興法のもとでの刺激によって，その数とそ
れにかかわる従業員数を急激に拡大した。多くの新しい制度が採用され，
一方，他のものは拡張され，強化された。
全国産業審議会 (NationalIndustrial Conference Board)は，全国的
な調査の結果として， 1932年の年末において，総計で126万3,194人の従業
員が従業員代表制によってカバーされていたと報告している。 1933年11月
までに，全国産業審議会は，製造業と鉱山業だけで，少なくとも116万4,294
人の従業員が従業員代表制のもとで働いていたことを見出していた。これ
に1932年末に公益事業での従業員代表制によってカバーされた79万3,968
人が加えられるなら，登録総数は実質上200万人にまで引き上げられること
となる。実際の総数が，現時点では，この数字をかなり越えていることは
ありうることである。
従業員代表制に反対する無責任な意見があるにもかかわらず，管轄権を
もつ当局 (competentauthorities)は，従業員代表制が従業員自身の自由
な選択である限り，全国産業復興法の要請を十二分に満たしているという
ことに同意している。従業員の支持を受けていない制度がこういった要請
を満たせるわけはなく，その条項 (terms)を改訂することでも満たすこと
はできない。
いくつかの従業員代表制で最近みられた改訂は，従業員代表の権限に対
するこれまで以上の寛容さとより明確な承認といった方向に向かってい
る。
従業員代表制の変更に関して提案された諸点のなかで，次の点が重要で
ある。
1 投票権 (Eligibilityto Vote)。多くの従業員代表制は，これまで従
業員代表選出の際の投票権に関して制限を設けていた。これらの制限
は，通常，勤続年数，市民権，あるいは他の条件に基づいていた。投
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票に関する制限は，それが従業員自身のイニシアチブで課されたもの
ではなく，維持されているものでもないなら，排除されるべきことは
今や一般に認められている。使用者の観点からは，従業員として認知
されておれば，誰にでも即座に投票権が与えられるべきである。
2 従業員代表を務める資格 (Eligibilityto Serve as Representa-
tives)。従業員代表制に敵対する者とそれに賛同する者の双方を含め
たいく人かの評者は，同制度がもし従業員代表を務める権利を実際に
その企業で働いている従業員に限定しているとするならば，それは全
国産業復興法の第 7条a項に違反している， と主張している。しかし
ながら，この点に関して有力な法的能力をもつ意見は，従業員自身が
承認する限りそういった制度が合法的なことを支持している。使用者
が，従業員のある集団によって代表者として選ばれた部外者 (out-
siders) と交渉しなければならないことは認められているが，使用者
は，従業員代表制のもとで開催される協議会に彼らを出席させずに，
これらの代表者と別々に交渉する特典をもっている。それにもかかわ
らず，いくつかの企業では，従業員代表制は部外者を従業員代表とし
て選出するのを認める方向で改訂されている。
3 使用者による従業員代表への支払い(Paymentto Employee Repre-
sentatives by the Employer)。従業員代表制を批判する者は，従業員
代表としての責務を遂行している間にも通常の賃金が支払われるとい
う習慣によって，従業員代表の自立性が危険にさらされていると主張
した。この議論は，従業員代表制のこれまでの歴史を記録したものの
なかに残されている従業員代表の自立した行動と勇敢な行動で十分反
論できる。しかしながら，従業員が， もし彼らがそうすることを望む
なら，従業員代表制の経費を負う必要はないとする理由もない。鉄道
業の従業員代表制に適用される緊急事態時輸送法 (Emergency
Transportation Act)が，使用者による財政的支援を禁止しているこ
とは連邦調整者 (FederalCo-ordinator)によって主張されていると
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ころである。しかしながら，この法律は他の産業に対しては適用され
ない。組合との契約が，一般に使用者に対し組合の仕事に使った時間
に対して工場委員 (plantcommitteemen)に支払うように要求してい
るのを指摘しておくことは有益であろう。
4 給与制従業員の算入 (Inclusionof Salaried Employees)。これま
での有力な主張は，従業員代表制に事務職員と他の給与制従業員を含
めることに反対してきた。なぜなら，これらの従業員は，労働者より
も経営者と一層密接な関係をもっていると考えられているからであ
る。しかしながら，すべての従業員が全国産業復興法のもとで団体交
渉を行う権利を与えられるなかでは， もし給与制従業員が望めば，従
業員代表者をもつべきでないとする理由はない。
5 最終的な権限 (FinalSource of Authority)。これまでの多くの従
業員代表制は，合同協議会 (jointconference)における合意が得られ
なかった場合，意見の相違を最終的に調整する機会を経営者に与えて
いた。通常，この解決法は，従業員にとって満足のいくものであった。
しかしながら，最近の展開は，最終的な権限が企業の外，つまり中立
審判所 (impartialtribunal)あるいは仲裁局 (boardof arbitration) 
に置かれるべきであるという広く行き渡った信念に至っている。いく
つかの制度は，こういった特徴をもつものへと改訂されている。
6 経営政策の理解 (InterpretingManagement Policies)。従業員代表
制の重要な機能の 1つは，従業員に経営政策の理解を常に与えるとい
うことにあった。理解の必要性という点は，去年発生したいくつかの
出来事によって強められ，さらに多くの従業員代表制の運営での新た
な取り組みは，従業員がその使用者の目的と政策に関して直接的にか
つ正確な知識を手に入れることを確実にしている。
政府の態度
従業員代表制が全国産業復興法の条項のもとでは団体交渉を提供してお
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らず，そして政府が外部組合 (outsideunions)に加入している全賃金労働
者の組織に賛同しているという議論は，自動車産業における労働紛争の解
決に関連して1934年3月25日になされたローズヴェルト大統領の声明で事
実上否定されている。この声明で，大統領は次のように語っている。
政府は，特定の組合あるいは従業員組織あるいは従業員代表制の特定
の形態を支持していないことを明確にしている。政府の唯一の任務は，
強制，抑制，あるいは脅迫なしに，絶対的で，外からの影響を受けるこ
とのない選択の自由を保証することにある。……
この労使紛争の解決において，新しい労使関係の機構に対する枠組み，
つまり使用者と従業員の間の理解にとっての新たな基盤が提供された。
協議のテープルにおいて，資本家と労働者との相違を調停し，それぞ
れの権利と責任を承認することだけではなく，それに基づいてどのよう
な巨大企業にもある人間関係を改善することに協力し合える土台を確立
するという，資本家と労働者の新たな機会に対する認識が生まれること
が私の希望である。……
このシステムが，すぺての従業員の集団がどのような形態の組織ある
いは従業員代表制を選択したとしても，それが彼ら使用者との合同協議
会に参加しうる当該企業での一種の労使協議会 (workscouncil)へと発
展していくことが私の望みである，そして私は，以上のことが企業の目
標と願望であることも確信している。
ローズヴェルト大統領のこの問題に関する結論が， 1920年3月6日に出
された年次報告書で，従業員代表制を明確に支持していたウィルソン大統
領の第二次労使関係協議会 (SecondIndustrial Conference)をしっかり
と継承していたことは重要である。従業員代表制の原則が，団体交渉のた
めの複数の方法が偏見なくその真価を検討される時には，必ず支持される
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と推論することは多分正しいことである。
賃金，賃金レート，所得
1932年の年次報告書で，特別協議委員会は，賃金削減と労働時間の短縮
の結果，労働者の平均所得におけるより一層の下落がみられたことを報告
した。賃金レートを持続しようとした賢明な使用者の努力は， 1日の労働
時間を甚準として，わずかとはいえ生活費の下落によって所得を引き上げ，
この点は，労働者の賃金と購買力を向上させることがその主要な目的の 1
つであった全国産業復興法の強力な支持を受けた。この新しい法律が直接
もたらした結果は，賃金レートの急激な引き上げ，特に最低賃金に近い層
の従業員での引き上げであった。ある場合には，高いレベルにある最低賃
金レートが最高レートとなる傾向を持っていたため，より熟練度が高く，
そして一層能率的な従業員に対して，より一層働かせるものになると非難
された。物価が不況時の水準から回復し始めた時， しばしば生活費が賃金
よりも先に上昇するという考え方に基づいた抗議もなされていた。 1933年
の年末近くに，混乱をもたらす要因が賃金をとりまく情勢のなかに入り込
んできた。この国の大部分で民間事業局{Civil Works Administration, 
1933年1月9日に設置された失業対策機関。 3カ月以内に約420万人の雁用
を創出し， 1935年に事業促進局 (WorksProjects Administration)に改
組された一伊藤｝によって，それまで公的な慈善福祉金(charitablerelief) 
を受けてきた労働者に払われた給付レートが，使用者によって同じサービ
スに対して私的に支払われた給付レートよりも高くなるということが発生
したのである。
これらの問題は，その大部分が転換と再建の時期の避けられない副産物
と見なすことができた。その解決は，使用者と労働者の良識に任せうるも
のであるといって差し支えないであろう。しだいに短くされた労働時間の
もとで，所得全体にかかわる問題は，一時的な調整不良よりも重要である。
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その週給の給料袋が短縮された労働時間のせいで軽くなった労働者は，彼
らの時間賃金レートを維持することからは，金銭的な利得はほとんど何も
手にできなかった。一方，賃金は企業の所得からのみ支払われるので，通
常，週賃金の削減なしに労働時間の短縮が続いている限り，より高い物価
と増大した生活費をもたらすことになる。労働者，資本家，そして消費者
の利害の公正な調整は，産業再建に向けたどのような試みにおいても直面
する最も重要な問題の 1つである。
賃金レートと所得の行く末を予測することが難しい。特に現在の財政上
の不確実性を考えればそうである。特別協議委員会は，長い目で見れば実
質賃金とアメリカの生活水準の動向は上昇し続けるであろうと常に信じて
いる。この点に関する我々の確信は，昨年のいくつかの出来事によっても
ぐらつかなかった。
労働時間
1932年の年次報告書は，不況の初期の頃から加盟企業の大部分によって
すでに実践され，仕事分かち合い運動 (Share-the-WorkMovement) と
して公式に承認されていたワークシェアリング (worksharing)の重要性
に注意を向けている。 1933年に，ワークシェアリングという基本原則は，
全国的な復興態勢の土台の 1つになった。それは，全国産業復興法に具体
化され，すべての規約 (code)に書き加えられた。 1933年が終わると，規
約の改訂か連邦法における特別な要求を通して，労働時間のより一層の短
縮へと向かう取り組みがいくつかの地域で行われた。これらの取り組みは
大統領の認可のもとで強められ， 1934年の初めの何力月間に，いくつかの
産業では賃金レートのそれに対応した増加とともに，労働時間のより一層
の短縮が実施された。
労働時間は，使用者，従業員，そして一般大衆への利益を伴いながら，
アメリカの産業史を通じてしだいに削減されてきている。しかしながら，
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もし労働時間が勝手気ままに，かつ不自然に短縮されるなら，経済的な大
惨事をもたらす危険性があり，そこでは財政負担 (financialburden)が資
本家あるいは労働者もしくはこの両者に課されることになる。もう 1つの
起こりうる危険性は，企業活動の盛衰にあわせて変化するフレキシプルな
労働時間に代わって，固定された最大労働時間を設定する傾向が出現する
ことである。
企業年金
1929年以降の 3年間に顕著になった動向である企業年金に関する経費削
減政策は，その割合を減少させつつあるとはいえ， 1933年も継続していた。
いくつかの既存の古い年金制度にみられた，不十分な検討のもとでの気前
の良さが繰り返されることはありそうもないが，景気の回復でいずれこの
経費削減動向に逆転が起こることを予想するのは理に適ったことである。
年金の究極の経費がますます増大していることに対する認識の衝撃が大き
かったとしても，企業の支払能力を脅かさない範囲内で非拠出型の制度を
もつことを使用者に促した。当然の結果として，特別協議委員会がこれま
で数年間の年次報告書で注意を喚起していた拠出型の制度に対する人気が
増大してきている。
不況期に，企業年金は，高齢従業員の所得と購買力を中断させることな
く彼らを排除するために提供された施策を通して，失業者の救済のために
使われた。年金資格のある全従業員を引退させる政策は， 1929年直後に多
くの企業によって採用された。この墓本方針の最近の広がりは， 1933年7
月I8に50歳（特別な場合には52歳）に達していたすべての男性従業員を
引退させたNJスタンダードの行動に見出される。
企業年金が失業者の救済と購買力の継続性に対して行った直接的な貢献
は重要である。特別協議委員会に現在加盟している企業では， 1933年末に
おける年金受給者数は 3万1,158人で，その年の年金支払い総額は2,024万
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6,265.98ドルであった。いくつかの企業では，年金の一部は従業員の拠出
金から支払われたa おそらく大多数の事例で，年金は，それがなければ所
得がない労働者か，あるいは他の人たちから支援してもらわねばならなか
った労働者に支払われた。
失業手当とその準備金
失業積立金制度 (unemploymentreserve plans)の問題は，公的なもの
であれ私的なものであれ， 1932年の特別協議委員会の年次報告書で包括的
に論じられた。それ以後，失業者に対する連邦支援金 (federalaid)の基
本原則がさらに拡大された。公共事業局 {PublicWorks Administration, 
全国産業復興法により設立された連邦政府の一部局で， 1943年まで続く。
公共事業を促進して，失業者に仕事を提供することを任務としたが，非能
率的であったため，民間事業局が代わりに作られた一伊藤｝，民間事業局，
そして民間資源保存隊{Civilian Conservation Corps, 1933年3月31日に
失業対策の一環として制定された民間資源保存隊再植林救済法に基づいて
設立された組織。最終的には延べ約300万人の雁用を達成した一伊藤｝は，
すべて，前例がない程の金額の公的資金を通常の職業では生活できない市
民に直接供給されるチャネルを演じていた。同様にして，莫大な金額が州
と地方自治体によっても支出されていた。
この支出は，貧困の緩和と，景気回復の支援を期待される購買力をその
抑制から解放するという二重の目的を果たしていた。それは，副産物とし
て，永続的な効果を持つ可能性が高い政府による失業者救済の先例を生ん
だのである。
同時に，規約の採択と企業のより密接な統合で，全産業によって蓄えら
れた資金を通して，州境にかかわらず失業者の救済に賛同する風潮が行き
渡った。
ウィスコンシン州での失業積立金法 (unemploymentreserves act)は，
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立法化に 1年費やした後， 1934年7月1日に効力を発揮した。その日は，
使用者による拠出が始まる Hでもあった。これまでのところ，他には失業
保険法を制定している州はない。 1934年初めに，州基金に払い込んだ金額
に対する税額控除のある給与所得税の賦課を通して，州失業保険法の迅速
な制定を奨励する意図をもった法案が議会に提出された。
私的な失業基金の採択は，一部には財政状態と不況期におけるこういっ
た資金のいくつかが受けた不幸な経験のために，そして一部にはウィスコ
ンシン州の使用者の経験が示すように，私的な制度を既存のあるいは検討
中の州法に適合させることが困難であることから，一時的な後退を余儀な
くされた。しかしながら，この種の制度は決して人気を落とすことはなか
った。そして，通常の状態への復帰によって，差別的な法律に機先を制さ
れていない限り，多くの新しい資金が設立されるのを発見することは十分
起こりうることである。
特別協議委員会には， 1932年の年次報告書で表明された重要な失業保険
に関する見解を変更する理由は何もなかった。我々は，失業を緩和する理
論的に最善の方法は， 1つの企業あるいは 1つの産業だけで設立され，使
用者と従業員の拠出金によって設立された任意基金 (voluntaryfund)を
通して行われる失業保険であると信じている。しかしながら，我々は，こ
のような制度を広く採択することが重大な障害を引き起こすことも理解し
ている。一般に，従業員の保護と競争者間でのコスト負担の均等化のため
には，公的機関の指導のもとで設立・運営される基金がおそらく必要とな
ろう。法律が採択するであろう形式については，現時点の見通しは不明瞭
である。全体の問題は，実験的な現段階からは現れていないことは確かで
ある。
特別協議委員会の活動とメンバーの交代
C. J・ヒックス (C.J.Hicks)がNJスタンダードを退職したことで，
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彼が1919年に特別協議委員会が組織された時から務めてきた議長というポ
ストからも引退する必要が出てきた。ベスレヘム・スティールの副社長J. 
M・ラーキン (J.M.Larkin,特別協議委員会において，当初のメンバーで
残っている 2人の内の 1人， もう一人はヒックスである）が満場一致で議
長に選出された。ヒックスは，一個人として特別協議委員会の会合に出席
するよう請われた。
年末近くに，エドワード・R・ステッティニアス (EdwardR. Stettinius) 
がUSスティールの財務委員会 (financecommittee)の副議長となるため
GMの副社長を辞任した。特別協議委員会のGM代表としての彼の椅子に
は，マール・ C・ヘイル (MerleC. Hale)が座ることになった。
1934年初めに， USスティールは，特別協議委員会に加盟するようにと
の誘いを受け，アーサー ・H・ヤング (ArtherH. Young)を代表に任命
した。ヤングと特別協議委員会との最初の関係は，彼がハーヴェスターの
労使関係部長を務めていた時にあった。ヤングの後は，ジョージ・ J・ケ
ルディー (GeorgeJ. Kelday)が引き継いだ。その後，ヤングがUSステ
ィールの副社長になるまで，彼は個人的な立場で特別協議委員会との関係
を続けていた。
1933年，特別協議委員会のメンバーは，ハーヴェスターの社長アレクサ
ンダー・レッグ (AlexanderLegge)の突然の死を悼んだ。実業界での長
いキャリアを通して，レッグは特別協議委員会が注意を向けていた人事政
策 (personnelpolicies)に好意的な関心を示していた。
GEの副社長で特別協議委員会のかつてのメンバーであったC・E・エヴ
ェレス (C.E.Eveleth)が，今年始めに亡くなった。数年前のエヴェレスの
GEでの職責の変更が特別協議委員会メンバーからの引退を招いたが，彼
は労使関係と特別協議委員会の活動に対して強い関心を持ち続けていた。
1933年，特別協議委員会は 8回の会合を， 3月16日， 4月20日， 5月18
B, 6月29日， 10月6日， 10月24日， 11月16日， 12月14日にはニューヨー
クで， 7月27日と 9月14日にはワシントンで，そして 2月9日にはシカゴ
1931-33年度の特別協議委員会年次報告書（伊藤） (419) 95 
で開催した。
将来の労務管理の機能
1933年には，労使関係の重要性に関してこれまでに前例のない進歩がみ
られた。復興プログラムは，そこからの派生的な結果を人間活動の全分野
に及ぼすとともに，使用者と従業員との関係がその中心をなすことを示し
た。景気回復と社会的・経済的な再建の両方を進めることを意図した基本
方針に基づく使用者と従業員との関係の調整は，実業界の指導者だけでは
なく，政府の官僚，時事評論家，新聞・ 雑誌の編集者，そして一般の人々
にとって，最も興味がつきない関心の 1つになった。すでに，この年次報
告書でも注目したように，団体交渉に対するますます増大する強調は，人
事管理者の仕事を相当増やし，彼らの組織内での機能の重要性を高めた。
復興時の他の諸展開がいかなるものであったとしても，労使関係が経済
的・政治的な段階において重要な役割を演じ続けることに疑問の余地はな
い。労務管理 (laboradministration)は， 1933年以前にそうであったより
も企業経営においてより多くの注意を必要とするものとなるであろう。使
用者と従業員との関係における第一義的な責任は，従業員を雇用している
企業の上級経営陣 (rankingexecutives)にかかり続けるであろう。
全経営組織を通して適用でき，そして労働者と経営首脳陣によって徹底
的に理解されている受け入れやすい労務政策 (laborpolicies)を作る際に，
経営者と従業員の間のより大きな協働に対するこれまで以上の要求があ
る。こういった労務政策を実行する際には，常に，労働者と直接関係を持
っているライン管理者に依存することになろう。特に，企業の政策が伝達
され，一般の従業員に確実に説明されることが巨大組織では重要である。
この目的に最適な人物はフォアマン (foremen)である。したがって，経営
者はフォアマンを企業の政策， とくに労働者と関係する政策になじませる
よう努力すべきである。そして，彼らが賃金労働者と接触する際には，こ
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れらの政策を正確に説明するように彼らを仕向けるべきである。
労務政策の準備と運用において，企業はこれまでにも増して一層厳格な
条件のもとで労使関係分野を専門的に扱うようになるであろう。すでにこ
の傾向は，主だった経営首脳を労使関係担当者(industrialrelations super-
visor)に割り振るという点で多くの企業，特に大企業では確認されている。
労使関係の分野で日々進歩しつつある諸要求に応じることで，特別協議委
員会はそのメンバーと彼らの同僚を支援することに，将来も貢献しうる最
大の機会を見出そうとしている。
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